
（単位：億円）

剰余金等
の増減

b

出資金等
の増加

c

３年度 36,946 25,439 △55,586 67,093 64,091 2,285 717 63,623 39,682

２年度 △14,388 14,988 △44,262 14,886 37,380 △23,135 641 23,509

増減 ＋51,335 ＋10,452 △11,324 ＋52,207 ＋26,711 ＋25,420 ＋76 ＋40,114

〈特別会計〉

３年度 154 154 － － － － － 154 154

２年度 163 163 － － － － － 163

増減 △9 △9 － － － － － △9

３年度 － － － － － － － － －

２年度 － － － － － － － －

増減 － － － － － － － －

３年度 △3,278 10,244 △17,682 4,160 － 4,160 － △1,813 △2,843

２年度

増減 △3,278 ＋10,244 △17,682 ＋4,160 － ＋4,160 －

〈政府関係機関〉

３年度 48,919 2,560 △1,199 47,558 17,442 30,110 6 49,940 49,430

２年度 3,361 2,216 △896 2,040 4,233 △2,215 21 4,210

増減 ＋45,559 ＋344 △304 ＋45,518 ＋13,209 ＋32,325 △16 ＋45,730

３年度 7,194 800 － 6,394 10,727 △4,336 3 6,490 7,316

２年度 306 815 － △509 1,535 △2,053 9 409

増減 ＋6,888 △15 － ＋6,903 ＋9,193 △2,284 △6 ＋6,081

３年度 5,855 1,079 － 4,776 3,134 1,640 2 7,087 5,923

２年度 91 745 － △654 1,072 △1,738 12 208

増減 ＋5,764 ＋334 － ＋5,430 ＋2,062 ＋3,378 △10 ＋6,879

３年度 979 639 △1,199 1,539 1,530 9 0 1,639 982

２年度 814 644 △896 1,066 1,058 7 0 1,520

増減 ＋164 △6 △304 ＋473 ＋471 ＋2 ＋0 ＋119

３年度 34,864 17 － 34,847 2,051 32,796 0 34,698 35,183

２年度 2,142 6 － 2,136 568 1,569 0 2,066

増減 ＋32,722 ＋11 － ＋32,711 ＋1,483 ＋31,227 ＋0 ＋32,632

３年度 28 26 － 2 0 1 0 28 28

２年度 7 6 － 1 0 1 － 7

増減 ＋21 ＋20 － ＋1 ＋0 ＋1 ＋0 ＋21

３年度 △399 103 △987 485 490 △10 5 △370 △396

２年度 127 96 △98 129 126 △0 3 148

増減 △527 ＋8 △890 ＋356 ＋364 △10 ＋2 △518

３年度 444 － △1,496 1,940 1,875 8 57 1,497 499

２年度 380 － △1,148 1,527 1,461 3 63 1,103

増減 ＋65 － △348 ＋413 ＋414 ＋5 △6 ＋394

３年度 338 － △1,413 1,751 1,654 47 50 1,385 391

２年度 303 － △1,050 1,353 1,290 7 57 1,005

増減 ＋35 － △363 ＋398 ＋365 ＋40 △7 ＋380

３年度 106 － △83 189 221 △39 7 112 108

２年度 76 － △98 174 172 △3 6 98

増減 ＋30 － ＋14 ＋15 ＋49 △36 ＋1 ＋14

３年度 △1,301 － － △1,301 22,846 △24,278 131 2,619 △1,285

２年度 △1,884 － － △1,884 17,112 △19,094 98 5,385

増減 ＋583 － － ＋583 ＋5,734 △5,184 ＋33 △2,766

国の支出
（補助金等）

国の収入
（国庫納付等）

出資金等による
機会費用

=a+b+c

分析期首まで
に投入された

出資金等

a

（株）日本政策金融公庫

令和３年度　政策コスト分析結果一覧（内訳・感応度）

機　　関　　名 政策コスト

（感応度分析）
マイナス金利
政策導入前

ケース

分析期間中に新たに
見込まれる政策コスト

合計②（公表機関のみを合計）

食料安定供給特別会計

エネルギー対策特別会計

自動車安全特別会計

国民一般向け業務勘定

中小企業者向け融資・
証券化支援保証業務勘
定

農林水産業者向け業務
勘定

危機対応円滑化業務勘
定

特定事業等促進円滑化
業務勘定

沖縄振興開発金融公庫

（株）国際協力銀行

一般業務勘定

特別業務勘定

（独）国際協力機構

（注）各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

（感応度分析）
個別前提 ±
1％ケース

合 計



（単位：億円）

剰余金等
の増減

b

出資金等
の増加

c

国の支出
（補助金等）

国の収入
（国庫納付等）

出資金等による
機会費用

=a+b+c

分析期首まで
に投入された

出資金等

a

機　　関　　名 政策コスト

（感応度分析）
マイナス金利
政策導入前

ケース

分析期間中に新たに
見込まれる政策コスト

（感応度分析）
個別前提 ±
1％ケース

〈独立行政法人等〉

３年度 △39 － △197 158 201 △42 － △28 △38

２年度 △21 － △142 121 140 △19 － △14

増減 △17 － △54 ＋37 ＋61 △24 － △14

３年度 937 925 － 12 0 12 － 790 942

２年度 1,136 1,127 － 9 0 9 － 1,000

増減 △199 △203 － ＋3 ＋0 ＋3 － △210

３年度 1,545 51 － 1,494 368 1,126 － 1,685 1,556

２年度 △367 49 － △416 33 △448 － △248

増減 ＋1,912 ＋2 － ＋1,910 ＋335 ＋1,575 － ＋1,932

３年度 975 － － 975 518 458 － 1,737 1,049

２年度 2,366 479 － 1,888 298 1,589 － 2,970

増減 △1,391 △479 － △912 ＋219 △1,132 － △1,232

３年度 138 89 △49 97 98 △1 － 253 264

２年度 251 108 － 144 74 69 － 255

増減 △113 △18 △49 △46 ＋24 △70 － △2

３年度 244 32 △20 231 13 218 － 253 272

２年度 41 40 － 1 11 △10 － 62

増減 ＋203 △8 △20 ＋230 ＋2 ＋228 － ＋191

３年度 14 16 － △2 19 △21 － 26 16

２年度 11 12 － △1 14 △15 － 29

増減 ＋3 ＋4 － △0 ＋5 △6 － △3

３年度 6 6 － △ 0 － △ 0 － 6 6

２年度 7 7 － 0 0 － － 6

増減 △1 △1 － △0 △0 △0 － △0

３年度 7,613 7,647 － △34 35 △69 － 7,609 7,613

２年度 8,350 8,449 － △99 28 △127 － 8,339

増減 △736 △801 － ＋65 ＋7 ＋58 － △730

３年度 7,643 7,643 － － － － － 7,618 7,643

２年度 8,445 8,445 － － － － － 8,401

増減 △801 △801 － － － － － △783

３年度 △34 － － △34 35 △69 － △13 △34

２年度 △99 － － △99 28 △127 － △67

増減 ＋65 － － ＋65 ＋7 ＋58 － ＋53

３年度 4 4 － － － － － 4 4

２年度 4 4 － － － － － 4

増減 △0 △0 － － － － － －

３年度 △2,911 1,458 △572 △3,797 1,260 △5,058 － △3,051 △2,862

２年度 371 － △26 397 45 353 － 364

増減 △3,282 ＋1,458 △546 △4,195 ＋1,216 △5,411 － △3,414

３年度 362 － △20 382 62 320 － 356 365

２年度 371 － △26 397 45 353 － 364

増減 △9 － ＋6 △15 ＋18 △33 － △8

３年度 △3,273 1,458 △552 △ 4,179 1,198 △5,377 － △3,407 △3,227

２年度

増減 △3,273 ＋1,458 △552 △4,179 ＋1,198 △5,377 －

日本私立学校振興･共済事
業団（助成勘定）

地域公共交通等勘定

（独）日本学生支援機構

（独）福祉医療機構（一
般勘定）

（独）国立病院機構

（国研）国立がん研究セ
ンター

（国研）国立成育医療研
究センター

（国研）国立長寿医療研
究センター

（独）大学改革支援・学
位授与機構

（独）鉄道建設・運輸施
設整備支援機構

建設勘定

海事勘定

（独）住宅金融支援機構

住宅資金貸付等勘定

証券化支援勘定

（注）各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。



（単位：億円）

剰余金等
の増減

b

出資金等
の増加

c

国の支出
（補助金等）

国の収入
（国庫納付等）

出資金等による
機会費用

=a+b+c

分析期首まで
に投入された

出資金等

a

機　　関　　名 政策コスト

（感応度分析）
マイナス金利
政策導入前

ケース

分析期間中に新たに
見込まれる政策コスト

（感応度分析）
個別前提 ±
1％ケース

３年度 △20,514 1,053 △23,795 2,228 2,934 △707 0 △10,191 △19,443

２年度 △28,252 1,099 △30,403 1,051 2,354 △1,303 0 △13,569

増減 ＋7,738 △46 ＋6,608 ＋1,177 ＋580 ＋596 ＋0 ＋3,378

３年度 9,306 417 － 8,889 8,868 － 21 16,913 9,618

２年度 6,227 316 － 5,910 5,895 － 16 16,867

増減 ＋3,080 ＋101 － ＋2,979 ＋2,973 － ＋6 ＋46

３年度 541 651 － △110 10 △120 － 540 548

２年度 677 755 － △78 7 △85 － 673

増減 △136 △104 － △32 ＋3 △35 － △132

３年度 7,341 29 － 7,313 3,537 3,279 497 7,604 7,356

２年度 6,937 37 － 6,900 2,850 3,648 401 7,362

増減 ＋404 △9 － ＋413 ＋687 △370 ＋96 ＋242

３年度 3 3 △1 0 － 0 － 3 3

２年度 3 3 △1 0 － 0 － 3

増減 ＋0 ＋0 ＋0 ＋0 － ＋0 － ＋0

３年度 3 3 △1 0 － 0 － 3 3

２年度 2 3 △1 0 － 0 － 2

増減 ＋0 ＋0 ＋0 ＋0 － ＋0 － ＋0

３年度 0 0 － － － － － 0 0

２年度 0 0 － － － － － 0

増減 △0 △0 － － － － － △0

〈特殊会社等〉

３年度 △12,336 0 △9,436 △2,900 3,537 △6,437 － △12,230 △12,333

２年度 △9,712 0 △6,978 △2,734 2,556 △5,290 － △8,616

増減 △2,625 △0 △2,459 △166 ＋980 △1,146 － △3,615

３年度

２年度 △4,178 32 △4,444 234 129 67 39 △2,646

増減 ＋4,178 △32 ＋4,444 △234 △129 △67 △39

３年度 △41 － △45 4 － 4 － △32 △38

２年度 △40 － △43 3 － 3 － △56

増減 △1 － △2 ＋1 － ＋1 － ＋24

３年度 △415 － △107 △308 40 △347 － △291 △405

２年度 △341 － △84 △256 14 △271 － △280

増減 △74 － △23 △51 ＋25 △77 － △11

（国研）森林研究・整備
機構（水源林勘定）

（独）都市再生機構（都
市再生勘定）

（独）日本高速道路保
有・債務返済機構

（一財）民間都市開発推
進機構

中部国際空港（株）

（注）各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

（独）石油天然ガス・金
属鉱物資源機構

金属鉱業一般勘定

石油天然ガス等勘定

（株）日本政策投資銀行

成田国際空港（株）

（独）水資源機構


